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１．株式の総数

２．発行済株式 （単位：株）

普通株式

第一種優先株式

第二種優先株式

計

99,000,000

8,000,000

4,600,000

111,600,000

種　類 発行可能株式総数(株)

普通株式

第一種優先株式

第二種優先株式

計

39,308,470

1,200,000

―

40,508,470

種　類
中間会計期間末

現在発行数
(平成1９年９月30日)

同左

同左

―

同左

提出日現在
発行数

(平成1９年12月2１日)

東京証券取引所
(市場第一部)

福岡証券取引所

―

―

―

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

議決権を有しております。

（注）１

（注）２

　　　　　―

内容

（注）当行定款第５条に次のとおり規定しております。

　「当銀行の発行可能株式総数は11,160万株とし、9,900万株は普通株式の発行可能種類株

式総数、800万株は第一種優先株式の発行可能種類株式総数、460万株は第二種優先株式

の発行可能種類株式総数とする。」

（注）１.  第一種優先株式の内容については次のとおりであります。

（１）剰余金の配当

　①優先株主配当金

　　　　毎年決算日現在の本優先株主に対し、普通株主に先立ち、本優先株式１株につき、

年75円00銭の優先株主配当金を支払う。

　②配当非累積条項

　　　　ある営業年度において本優先株主に対して支払う剰余金の配当の額が、上記優先株

主配当金の額に達しないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積しない。

　③配当非参加条項

　　　第一種優先株主に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。

　④優先中間配当金

　　　中間配当を行うときは、本優先株主に対して、普通株主に先立ち、本優先株式１株に

つき37円50銭を支払う。

（２）残余財産の分配

　当行は、残余財産を分配するときは、本優先株式を有する株主に対し普通株主に先立ち、１

株につき5,000円の金銭を他の種類の優先株主と同順位にて支払う。本優先株主に対しては、

上記5,000円のほか残余財産の分配は行わない。

（３）議決権条項

　本優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、当行株主総会における議決権を有し

ない。

（４）株式の併合又は分割及び無償割当等

　当行は、法令に別段の定めがある場合を除くほか、本優先株式について、株式の併合又は

分割を行わない。本優先株主に対し、募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約

権の割当てを受ける権利を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行

なわない。

（５）取得請求権

　本優先株主は、以下の各号に従い、当行に対し本優先株式を取得するのと引換えに普通株

式を交付することを請求することができる。

　①取得を請求し得べき期間

　  　平成12年12月29日から平成22年９月30日までの間で発行に際して取締役会で定める

期間とする。

　②当初交付価額

　  　当初交付価額は平成12年12月29日の時価とする。ただし、計算の結果当初交付価額

が1,150円(以下「下限交付価額」という)を下回る場合には、下限交付価額を当初交付価

額とする。

　  　「平成12年12月29日の時価」とは平成12年12月29日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の東京証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示

を含む)の平均値(終値のない日数を除く)を円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２

位を四捨五入する。尚、上記45取引日の間に、下記③に定める交付価額の調整事由が生

じた場合には、上記の時価は③に準じて調整される。

　③交付価額の修正

　  　交付価額は、平成13年９月30日以降平成22年９月30日までの毎年９月30日(以下そ

れぞれ「修正日」という)にその時点での時価に修正される。尚、計算の結果１円未満の端数

が生じる場合はこれを切り上げる。ただし、計算の結果修正後交付価額が下限交付価額を

下回る場合は修正後交付価額は下限交付価額とする。「時価」とは、各修正日に先立つ45

取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における普通株式の普通取引の

毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)を円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を四捨五入する。尚、上記45取引日の間に、下記④に定める交

付価額の調整事由が生じた場合には、上記の時価は④に準じて調整される。

　④交付価額の調整

　  　本優先株式発行後、当行が１株当たり時価を下回る払込み金額での新たな普通株式の

発行、株式分割その他一定の場合には、交付価額(下限交付価額を含む)を次に定める算

式(以下「交付価額調整式」という)により調整する。ただし、交付価額調整式により計算され

る交付価額が1,000円を下回る場合には、1,000円をもって調整後交付価額とする。

　  　調整後交付価額＝調整前交付価額×(既発行普通株式数＋(新規発行普通株式数×

１株当たり払込金額)／１株当たり時価)／(既発行普通株式数＋新規発行普通株式数)

　⑤交付により発行すべき普通株式数

　  　本優先株式の取得請求により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。

　  　交付により発行すべき普通株式数＝(本優先株主が交付請求のために提出した本優先

株式の発行価額総額)／交付価額　　

⑥優先株式の一斉取得

　  　本優先株式のうち、平成22年９月30日までに取得請求のなかった本優先株式は、平成

22年10月１日(以下一斉取得日という)をもって、本優先株式１株の払込金相当額を一斉

取得日に先立つ45取引目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における普通株

式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)で除して

得られる数の普通株式を交付するのと引換えに取得する。当該平均値の計算は円位未満

小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。ただし、この場合当該平均値が

1,150円を下回るときは、本優先株式１株の払込金相当額を1,150円で除して得られる数

の普通株式となる。上記の普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたとき

は、会社法第234条に従いこれを取り扱う。

２.第二種優先株式は平成19年6月26日をもって普通株式への転換が全株完了いたしました。

■新株予約権等の状況
該当ありません。

■ライツプランの内容
該当ありません。

■発行済株式総数、資本金等の状況

（注）　第二種優先株式が普通株式へ転換されたことによる普通株式の増加及び第二種優先株式

消却による減少であります。なお、当該期間に係るそれぞれの増減は以下のとおりとなっておりま

す。

　　　普通株式増加数　　　　　　 2,995千株

　　　第二種優先株式減少数　　1,260千株

■株式の総数等

平成19年4月１日～
平成19年9月30日
（注）

1,735

年月日
発行済株式
総数増減数

(千株)

40,508

発行済株式
総数残高
(千株)

―

資本金
増減額
(千円)

54,127,114

資本金
残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

― 10,000,000

資本準備金
残高

(千円)

株式等の状況



①普通株式　　　平成19年９月30日現在

■大株主の状況

（単位：千株、％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)

ザチェースマンハッタンバンクエヌエイロンドンエスエルオムニバスアカウント
（常任代理人　株式会社みずほコーポレート銀行兜町証券決済業務室）

琉 球 銀 行 行 員 持 株 会

沖 縄 電 力 株 式 会 社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口４)

大 同 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社

資産管理サービス信託銀行株式会社(年金信託口)

野 村 證 券 株 式 会 社

オ リ オ ン ビ ー ル 株 式 会 社

　 計 　

東京都中央区晴海１丁目８番11号

東京都港区浜松町２丁目11番３号

英国ロンドン市コールマンストリート　ウールゲートハウス　EC2P　2HD
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

沖縄県那覇市久茂地１丁目11番１号

沖縄県浦添市牧港５丁目２番１号

東京都中央区晴海１丁目８番11号

沖縄県那覇市久茂地１丁目12番１号

東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

東京都中央区日本橋１丁目９番１号

沖縄県浦添市字城間1985番地の１

―

発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

1,973

1,003

802

735

689

618

585

582

516

507

8,014

5.0

2.5

2.0

1.8

1.7

1.5

1.4

1.4

1.3

1.2

20.3

氏 名 又 は 名 称 住 所 所有株式数

②第一種優先株式　　　平成19年９月30日現在 （単位：千株、％）

株 式 会 社 整 理 回 収 機 構

　 計 　

東京都中野区本町２丁目46番１号

―

発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

1,200

1,200

100.0

100.0

氏 名 又 は 名 称 住 所 所有株式数
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